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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

中間連結会計期間
第12期

中間連結会計期間
第11期

会計期間
自2024年１月１日
至2024年６月30日

自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2024年１月１日
至2024年12月31日

売上高 （千円） 6,845,874 8,713,312 15,049,858

経常損失（△） （千円） △329,506 △83,707 △623,592

親会社株主に帰属する中間純利益又は親

会社株主に帰属する中間(当期)純損失

(△)

（千円） △1,171,233 37,974 △1,552,485

中間包括利益又は包括利益 （千円） △1,177,018 23,454 △1,552,232

純資産額 （千円） 8,923,740 8,670,046 8,569,167

総資産額 （千円） 10,692,584 10,735,106 11,024,087

１株当たり中間純利益又は１株当たり中

間(当期)純損失(△)
（円） △21.19 0.68 △28.07

潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益
（円） － 0.68 －

自己資本比率 （％） 83.1 80.2 77.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △343,233 △798,453 △101,078

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △47,319 23,838 △274,539

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 40,180 15,306 △38,717

現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高
（千円） 6,766,335 5,939,701 6,699,232

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第11期中間連結会計期間及び第11期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

当中間連結会計期間において、セーフィーセキュリティ株式会社を設立し、連結の範囲に含めております。

この結果、当社グループは2025年６月30日現在において、当社及び連結子会社４社、持分法適用会社１社により構

成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態、経営成績の状況

①　経営成績の状況

当社グループは「映像から未来をつくる」をビジョンに掲げ、家から街まであらゆるビジネスシーンの映像を

データ化することで、人々の意思決定を支援するクラウド録画型映像プラットフォーム「Safie（セー

フィー）」を開発・運営しております。「Safie」は高画質・安価・安全で、いつでもどこでも誰もが簡単にス

マートフォンやパソコンで使うことができ、小売・飲食・サービス・建設・物流・製造・インフラ・公共・医療

などのあらゆる業界で活用いただいております。

日本国は2040年には働き手が現在の８割になるという「８掛け社会」が到来する（注１）と推定され、人口減

少から生じる労働供給制約社会を迎えることは確実であり、人々の生活に多大なる影響を及ぼすと考えられてい

ます。労働力不足が深刻化する中、人々の生産性向上に貢献できる企業への期待が高まっており、当社グループ

を取り巻く市場環境も、こうした動きを追い風としています。

当中間連結会計期間においても、クラウドカメラの用途は防犯カメラにとどまらず遠隔からの進捗確認、ツー

ルとの連携による業務効率化やAIを活用した映像解析による異常検知・予測などに発展しております。あらゆる

業界で労働力不足への対応ニーズが急速に拡大する中で、それらの課題に応えるソリューションの開発、提供を

推進しています。

当社グループが主要攻略業界の１つである小売・サービス業界では、店舗運営の効率化、危機管理、顧客行動

の把握といった課題の解決策としてクラウドカメラの活用が進んでいます。既設（オンプレミス）カメラのクラ

ウド化を可能にするネットワーク接続型ストレージ製品「Safie Trail Station（セーフィー トレール ステー

ション）」の導入により、既設（オンプレミス）カメラのクラウド移行を手軽かつコストをかけずに実現でき、

課金カメラ台数の非連続的な増加を実現できます。これにより当社グループが従来得意領域としていた小規模店

舗の少数台のカメラ導入に加え、中・大規模店舗の多台数のカメラ導入も進行できます。さらに、AIソリュー

ション「AI-App」や遠隔接客サービス「RURA（SF）」、コミュニケーション支援インカム「BONX」などの映像

データを活用した各種ソリューションと組み合わせることで、カメラ単独では応えられない店舗領域における省

人化・無人化ニーズにも対応可能になります。個別導入(点)、多店舗展開(線)、店舗全体の映像データ一元管理

(面)を目指す点線面戦術を展開することで、小売・サービス業の多拠点の店舗を持つエンタープライズ企業にお

いて「店舗まるごとセーフィー化」を実現し、当社グループのサービス活用のさらなる加速が期待されます。

また、他の主要攻略業界である建設・インフラ業界では、労働力不足や長時間労働の上限規制を背景に生産性

向上が喫緊の課題となっています。こうした状況の中、AIやIoTを含んだデジタル技術の活用が推奨されてお

り、現場作業の省人化や自動化に向けて、クラウドカメラや映像データの活用が急速に広がっています。当社グ

ループが提供・開発する屋外向けクラウドカメラ「Safie GO（セーフィー ゴー）」やウェアラブルクラウドカ

メラ「Safie Pocket（セーフィー ポケット）」は、これらの工事現場において、防犯用途だけでなく、遠隔で

の現場管理の手段としても広く使われており、デファクトスタンダード化が進んでいます。さらに建設現場で

は、映像データを活用した各種ソリューションの導入も進展しています。例えば、MODE, Inc.のセンサーデー

タ、株式会社BONXの音声データ、MUSVI株式会社のテレプレゼンスシステム「窓」のように、当社グループの出

資先と連携したソリューションを提供し、現場の円滑なコミュニケーションを支援しています。将来的には、映

像・AI・センサー・音声など、現場から網羅的に取得したデータをもとに現場に行かずとも施工管理が可能とな

るデジタルツインの構築を目指しています。着工前の施工管理業務のDX支援にとどまらず、竣工後の保守・点

検・メンテナンスに至るまでの一連のプロセスにおいて継続的な管理を可能にし、当社グループが提供するサー

ビスのLTV向上にも貢献しています。

加えて、より迅速かつ容易に、個別最適化したAIを生み出すことのできるプラットフォーム構築を強化してい

ます。2024年10月には国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募した「ポスト5G情

報通信システ厶基盤強化研究開発事業／データ・生成AIの利活用に係る先進事例に関する調査」において当社の

「AIソリューションプラットフォーム事業案」が採択されました。現在、建設現場での不安全行動検知や車両検

知、介護現場での転倒検知など、業界特有の課題に対応した実証実験を進行し、その成果をもとにデータホル

ダーやAI開発者との“三方よし”の価値を提供するプラットフォームの事業化を目指しています。

当社KPIであるARRは2025年６月末時点で12,860百万円（2024年６月末比25.7％増、注２）、課金カメラ台数は

31.9万台（2024年６月末比22.7％増、注３）になりました。
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カメラ等の機器販売や設置作業費などが含まれるスポット収益は2,519百万円となり、クラウド録画サービ

ス、一部のカメラのレンタルサービスや、LTE通信費、画像解析サービス等を含むリカーリング収益は6,193百万

円となりました。

この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高8,713,312千円（前年同期比27.3％増）、営業損失

71,501千円（前年同期は営業損失302,262千円）、経常損失83,707千円（前年同期は経常損失329,506千円）とな

りました。また、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募した「ポスト5G情報通

信システ厶基盤強化研究開発事業／データ・生成AIの利活用に係る先進事例に関する調査」により交付された補

助金収入275,840千円を特別利益に計上した結果、親会社株主に帰属する中間純利益37,974千円（前年同期は親

会社株主に帰属する中間純損失1,171,233千円）となりました。

なお、当社グループは、映像プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略

しております。

（注）１．出典元：リクルートワークス研究所：「未来予測2040　労働供給制約社会がやってくる」

２．ARR：Annual Recurring Revenue。対象月の月末時点のMRR（Monthly Recurring Revenue）を12倍して

算出。MRRは対象月末時点における継続課金となる契約に基づく当月分の料金の合計額（販売代理店経

由の売上を含む）。

３．課金カメラ台数は、各四半期に販売したカメラ台数ではなく、各四半期末時点で稼働・課金しているカ

メラ台数。

 

②　財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は10,041,695千円となり、前連結会計年度末に比べ204,630千円減少

いたしました。これは主に、商品が468,666千円増加、流動資産のその他が106,352千円増加した一方で、現金及

び預金が759,531千円減少したことなどによるものであります。

当中間連結会計期間末における固定資産は692,313千円となり、前連結会計年度末に比べ84,849千円減少いた

しました。これは主に、投資有価証券が82,379千円減少したことなどによるものであります。

この結果、資産合計は10,735,106千円となり、前連結会計年度末に比べ288,980千円減少いたしました。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は2,018,640千円となり、前連結会計年度末に比べ389,880千円減少い

たしました。これは主に、流動負債のその他が197,880千円減少、買掛金が151,809千円減少、賞与引当金が

120,355千円減少したことなどによるものであります。

当中間連結会計期間末における固定負債は46,420千円となり、前連結会計年度末に比べ20千円増加いたしまし

た。

この結果、負債合計は2,065,060千円となり、前連結会計年度末に比べ389,860千円減少いたしました。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は8,670,046千円となり、前連結会計年度末に比べ100,879千円増加

いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益37,974千円を計上したことや資本金が26,444千円

増加、資本剰余金が26,444千円増加したことなどによるものであります。

この結果、自己資本比率は80.2％（前連結会計年度末は77.4％）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

759,531千円減少し、5,939,701千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は798,453千円（前年同期は343,233千円）となりました。これは主に、税金等調

整前中間純利益145,299千円の発生（前年同期は1,171,998千円の税金等調整前中間純損失）等の増加要因があっ

た一方で、棚卸資産の増加454,369千円（前年同期は17,677千円の増加）、未払金の減少225,343千円（前年同期

は112,814千円の減少）、仕入債務の減少151,858千円（前年同期は107,138千円の増加）、賞与引当金の減少

120,355千円（前年同期は17,940千円の増加）等の減少要因があったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は23,838千円（前年同期は使用した資金47,319千円）となりました。これは主

に、投資有価証券の取得による支出19,988千円（前年同期は24,319千円）、有形固定資産の取得による支出

16,503千円（前年同期は14,494千円）等の減少要因があった一方で、投資有価証券の売却による収入60,831千円

（前年同期は該当なし）等の増加要因があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は15,306千円（前年同期は40,180千円）となりました。これは主に、非支配株主

からの払込みによる収入12,000千円（前年同期は30,000千円）、新株予約権の行使による株式の発行による収入

4,290千円（前年同期は9,702千円）等の増加要因があったことによるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は、702,860千円であります。なお、主な研究開発活動につき

ましては、以下のとおりです。

2024年10月に国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募した「ポスト5G情報通信シ

ステ厶基盤強化研究開発事業／データ・生成AIの利活用に係る先進事例に関する調査」に採択された「AIソリュー

ションプラットフォーム事業」では、現在、プラットフォーム基盤の構築に加え、データホルダーやAI開発者との

実証実験を進めています。個別ニーズに最適化されたAIをより迅速かつ容易に生み出せるプラットフォーム構築を

目指しています。

 

(7）主要な設備

当中間連結会計期間において、当社グループの主要な設備に著しい変動はありません。また、設備の新設、除却

等の計画に重要な変更はありません。

 

(8）経営成績に重要な影響を与える要因

当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

(9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間連結会計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2025年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年８月８日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 55,522,765 55,727,765
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であり

ます。

計 55,522,765 55,727,765 － －

（注）提出日現在発行数には、2025年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は以下のとおりです。

 

１．第16回新株予約権

決議年月日 2024年12月19日

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員５名および従業員４名

新株予約権の数　※ 630個（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数　※

（注）１
普通株式　63,000株（注）１

新株予約権行使時の払込金額　※ １株あたり　855円（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2025年１月６日　至　2035年１月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　　855円

資本組入額　　428円（注）３

新株予約権の行使の条件　※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受け

なければならない。

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）５

※新株予約権の発行時（2025年１月６日）における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株であります。但し、本新株予約権１個あたりの

目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1)当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１

未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通

株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行

済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下

同じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の

割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるも

のとする。
 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
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(2)当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併

する場合、株式交換を行う場合、株式交付を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる

場合には、当社は適当と認める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。

２．１株につき本新株予約権を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除

く。）における東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満

の端数は切り上げ）としますが、その価額が本新株予約権の割当日の終値（取引が成立していない場

合はそれに先立つ直近取引日の終値）を下回る場合は、当該終値とします（以下「行使価額」とい

う。）。また、本新株予約権１個あたりの行使に際して出資される財産の価額は、行使価額に本新株

予約権１個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とします。但し、行使価額は以下に定めるところ

に従い調整されることがあるものとします。

(1)当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、（注）１（１）の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。
 

1

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　──────────

分割・併合の比率
 
(2)当社が、（i）時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを

含む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、株式交付及

び会社分割に伴うものを除く。）、又は（ii）時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式

を取得し得る潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、そ

の他その保有者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得

る地位を伴う証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含

む。）を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等

に基づき当社が普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、

「取得価額」とは、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じ

て負担すべき金額を意味するものとし、以下同様とする。なお、本号において「時価」とは、調整後

の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の金融商品取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌日、そ

れ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第２号

が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。
 

新発行株式数×１株あたり払込金額

既発行株式数　＋─────────────────

調整後 　　  調整前　　　　　　　　　　　　　　　 時価

行使価額　＝　行使価額　×　────────────────────────

既発行株式数　＋　新発行株式数
 
なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。

①「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株式

総数（当社が保有するものを除く。）及び発行済の潜在株式等（当社が保有するものを除く。）の

目的たる普通株式数を合計した数を意味するものとする（但し、当該調整事由による普通株式又は

潜在株式の発行又は処分の効力が上記適用日の前日までに生じる場合、当該発行又は処分される普

通株式及び当該発行又は処分される潜在株式の目的たる普通株式の数は算入しない。）。

②当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処分

する自己株式の数」と読み替えるものとする。

③当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」と

は、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、目

的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。

(3)本注（２）(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合には、当

社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発生した

場合を除く。

(4)当社が合併する場合、株式交換を行う場合、株式交付を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と

認められる場合には、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。
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(5)当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本注（２）に基づく調整は行われないもの

とする。

(6)本注の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い

算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、

その端数を切り上げるものとします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する

資本金の額を減じた額とします。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1)行使しようとする本新株予約権又は本新株予約権を保有するもの（以下「権利者」という。）につい

て以下に定める取得事由が発生していないこと。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでは

ない。

①当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決

議に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合

には、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

②当社の発行済株式総数の過半数の株式を特定の第三者（当社の株主を含む。）が保有することとな

る、同時又は実質的に同時に行われる株式の譲渡にかかる書面による合意が、当該株式の各保有者

と当該第三者との間で成立した場合（株式交付による場合を除く。）には、当社は本新株予約権を

無償で取得することができる。

③当社を株式交付子会社とする株式交付による株式譲渡について法令上若しくは当社の定款上必要な

当社の承認が行われた場合、又はかかる株式交付の効力発生日が到来した場合には、当社は本新株

予約権を無償で取得することができる。

④当社の株主による株式等売渡請求（会社法第179条の３第１項に定義するものを意味する。）を当

社が承認した場合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

⑤権利者が下記いずれの身分とも喪失した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得するこ

とができる。

ア）当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役

イ）当社又は子会社の使用人

ウ）顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委

任、請負等の継続的な契約関係にある者

⑥次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得すること

ができる。

ア）権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合

イ）権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役

員若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社

の書面による事前の承認を得た場合を除く。

ウ）権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合

エ）権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処

分を受けた場合

オ）権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小

切手が不渡りとなった場合

カ）権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他

これらに類する手続開始の申立があった場合

キ）権利者につき解散の決議が行われた場合
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ク）権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その

他暴力、威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味する。以下

同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与を

行っていることが判明した場合

ケ）権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合

⑦権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発

行後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生

した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。

ア）権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合

イ）権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合

(2)権利者は、本新株予約権の割当日から３年間を経過するまでの間、継続して当社または当社関係会社

の取締役、監査役または使用人（アルバイト（一週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通

常の使用人の一週間の所定労働時間に比し短い使用人を意味する。）である期間は除く。）であるこ

とを要する。但し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場

合は、この限りではない。

(3)権利者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4)本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められない

ものとする。

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下のとおりであります。

当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権

の権利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における

承継会社若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株

式会社に限る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付

することとする。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行

為にかかる契約又は計画において定めた場合に限るものとする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

る。

(5)新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

(7)取締役会による譲渡承認について

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承

認を要するものとする。

(8)組織再編行為の際の取扱い

本注に準じて決定する。
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２．第17回新株予約権

決議年月日 2024年12月19日

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員５名および従業員３名

新株予約権の数　※ 504個（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数　※ 普通株式　50,400株（注）１

新株予約権行使時の払込金額　※ １株あたり　855円（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2025年１月６日　至　2035年１月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額　※

発行価格　　　855円

資本組入額　　428円（注）３

新株予約権の行使の条件　※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受

けなければならない。

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）５

※新株予約権の発行時（2025年１月６日）における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株であります。但し、本新株予約権１個あたりの

目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1)当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１

未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通

株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行

済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下

同じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の

割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるも

のとする。
 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 
(2)当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併

する場合、株式交換を行う場合、株式交付を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる

場合には、当社は適当と認める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。

２．１株につき本新株予約権を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除

く。）における東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満

の端数は切り上げ）としますが、その価額が本新株予約権の割当日の終値（取引が成立していない場

合はそれに先立つ直近取引日の終値）を下回る場合は、当該終値とします（以下「行使価額」とい

う。）。また、本新株予約権１個あたりの行使に際して出資される財産の価額は、行使価額に本新株

予約権１個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とします。但し、行使価額は以下に定めるところ

に従い調整されることがあるものとします。

(1)当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、（注）１（１）の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。
 

1

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×　──────────

分割・併合の比率
 
(2)当社が、（i）時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを

含む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、株式交付及

び会社分割に伴うものを除く。）、又は（ii）時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式

を取得し得る潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、そ

の他その保有者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得

る地位を伴う証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含

む。）を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等

に基づき当社が普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、

「取得価額」とは、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じ

て負担すべき金額を意味するものとし、以下同様とする。なお、本号において「時価」とは、調整後

の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の金融商品取引所における当社の普通
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株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌日、そ

れ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第２号

が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。
 

新発行株式数×１株あたり払込金額

既発行株式数　＋─────────────────

調整後 　　  調整前　　　　　　　　　　　　　　　 時価

行使価額　＝　行使価額　×　────────────────────────

既発行株式数　＋　新発行株式数
 
なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。

①「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株式

総数（当社が保有するものを除く。）及び発行済の潜在株式等（当社が保有するものを除く。）の

目的たる普通株式数を合計した数を意味するものとする（但し、当該調整事由による普通株式又は

潜在株式の発行又は処分の効力が上記適用日の前日までに生じる場合、当該発行又は処分される普

通株式及び当該発行又は処分される潜在株式の目的たる普通株式の数は算入しない。）。

②当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処分

する自己株式の数」と読み替えるものとする。

③当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」と

は、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、目

的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。

(3)本注（２）(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合には、当

社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発生した

場合を除く。

(4)当社が合併する場合、株式交換を行う場合、株式交付を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と

認められる場合には、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。

(5)当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本注（２）に基づく調整は行われないもの

とする。

(6)本注の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い

算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、

その端数を切り上げるものとします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する

資本金の額を減じた額とします。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

(1)行使しようとする本新株予約権又は本新株予約権を保有するもの（以下「権利者」という。）につい

て以下に定める取得事由が発生していないこと。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでは

ない。

①当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決

議に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合

には、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

②当社の発行済株式総数の過半数の株式を特定の第三者（当社の株主を含む。）が保有することとな

る、同時又は実質的に同時に行われる株式の譲渡にかかる書面による合意が、当該株式の各保有者

と当該第三者との間で成立した場合（株式交付による場合を除く。）には、当社は本新株予約権を

無償で取得することができる。
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③当社を株式交付子会社とする株式交付による株式譲渡について法令上若しくは当社の定款上必要な

当社の承認が行われた場合、又はかかる株式交付の効力発生日が到来した場合には、当社は本新株

予約権を無償で取得することができる。

④当社の株主による株式等売渡請求（会社法第179条の３第１項に定義するものを意味する。）を当

社が承認した場合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

⑤権利者が下記いずれの身分とも喪失した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得するこ

とができる。

ア）当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役

イ）当社又は子会社の使用人

ウ）顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委

任、請負等の継続的な契約関係にある者

⑥次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得すること

ができる。

ア）権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合

イ）権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役

員若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社

の書面による事前の承認を得た場合を除く。

ウ）権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合

エ）権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処

分を受けた場合

オ）権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小

切手が不渡りとなった場合

カ）権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他

これらに類する手続開始の申立があった場合

キ）権利者につき解散の決議が行われた場合

ク）権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その

他暴力、威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味する。以下

同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与を

行っていることが判明した場合

ケ）権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合

⑦権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発

行後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生

した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。

ア）権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合

イ）権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合

(2)権利者は、2025年12月期から2027年12月期までのいずれかの期において、当社の損益計算書（連結損

益計算書を作成している場合には連結損益計算書）に記載された売上高が、30,000百万円を超過した

場合、かつ、2025年12月期から2027年12月期までのいずれかの期において、当社の損益計算書（連結

損益計算書を作成している場合には連結損益計算書）に記載された当社の監査済みの有価証券報告書

における連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算書）に記載された営業利

益が０円を超える場合にのみ、これ以降本新株予約権を行使することができる。なお、上記における

売上高の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等

の事象が発生し当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している場合には連結損益計算書）に記載

された実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範

囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとす

る。また、国際財務報告基準の適用、決算期の変更等により参照すべき項目の概念に重要な変更が

あった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

(3)権利者は、本新株予約権の割当日から３年間を経過するまでの間、継続して当社または当社関係会社

の取締役、監査役または使用人（アルバイト（一週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通

常の使用人の一週間の所定労働時間に比し短い使用人を意味する。）である期間は除く。）であるこ

とを要する。但し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場

合は、この限りではない。

(4)権利者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(5)本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められない

ものとする。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は以下のとおりであります。
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当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権

の権利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における

承継会社若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株

式会社に限る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付

することとする。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行

為にかかる契約又は計画において定めた場合に限るものとする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、（注）１に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

る。

(5)新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

(7)取締役会による譲渡承認について

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承

認を要するものとする。

(8)組織再編行為の際の取扱い

本注に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年４月11日

（注）１
61,915 55,511,765 24,239 5,641,460 24,239 7,199,710

2025年１月１日～

2025年６月30日

（注）２

11,000 55,522,765 2,205 5,643,665 2,205 7,201,915

（注）１．譲渡制限付株式報酬としての新株式発行

発行価格　　　　 783円

資本組入額　　391.50円

割当先　当社の取締役　　４名　　　　　　25,540株

当社の執行役員　５名　　　　　　 6,385株

当社の使用人　　43名　　　　　　29,990株

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．2025年７月１日から2025年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が205,000株、

　　資本金及び資本準備金がそれぞれ7,110千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

佐渡島　隆平 神奈川県逗子市 13,264 23.90

下崎　守朗 東京都品川区 4,695 8.46

ソニーネットワークコミュニケー

ションズ株式会社
東京都港区港南１丁目７－１ 4,640 8.36

森本　数馬 東京都品川区 4,140 7.46

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 3,048 5.49

オリックス株式会社 東京都港区浜松町２丁目４－１ 2,600 4.68

キヤノンマーケティングジャパン株

式会社
東京都港区港南２丁目１６－６ 2,600 4.68

関西電力株式会社 大阪府大阪市北区中之島３丁目６－１６ 1,920 3.46

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲ

ＷＡＹ

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店　カストディ業務

部長　石川　潤）

ＢＡＮＫＰＬＡＳＳＥＮ　２，０１０７

ＯＳＬＯ　①ＯＳＬＯ　０１０７　ＮＯ

（東京都新宿区新宿６丁目２７番３０

号）

1,078 1.94

ＧＩＣ　ＰＲＩＶＡＴＥ　ＬＩＭＩ

ＴＥＤ－Ｃ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行　取締役頭取執行役員　半沢　

淳一）

１６８　ＲＯＢＩＮＳＯＮ　ＲＯＡ

Ｄ　＃３　７ー０１　ＣＡＰＩＴＡＬ　

ＴＯＷＥＲ　ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ６８９

１２

（東京都丸の内１丁目４番５号　決済事

業部）

906 1.63

計 － 38,893 70.08

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 23,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 55,485,400 554,854

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 13,965 － －

発行済株式総数  55,522,765 － －

総株主の議決権  － 554,854 －
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②【自己株式等】

    2025年6月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

セーフィー株式会社
東京都品川区西品川一

丁目１番１号
23,400 - 23,400 0.04

計 － 23,400 - 23,400 0.04

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第 24 条の 5 第１項の表の第 1 号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表

規則 第 1 編及び第 3 編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,799,232 6,039,701

売掛金及び契約資産 2,236,238 2,215,179

電子記録債権 12,600 13,900

商品 789,745 1,258,412

その他 413,504 519,857

貸倒引当金 △4,995 △5,354

流動資産合計 10,246,326 10,041,695

固定資産   

有形固定資産 487 822

投資その他の資産   

投資有価証券 567,842 485,463

その他 208,832 206,027

投資その他の資産合計 776,675 691,490

固定資産合計 777,163 692,313

繰延資産 598 1,097

資産合計 11,024,087 10,735,106

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,094,652 942,843

１年内返済予定の長期借入金 1,656 1,582

未払法人税等 75,450 155,688

賞与引当金 186,480 66,125

その他 1,050,281 852,401

流動負債合計 2,408,521 2,018,640

固定負債   

長期借入金 892 －

その他 45,507 46,420

固定負債合計 46,399 46,420

負債合計 2,454,920 2,065,060

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,617,220 5,643,665

資本剰余金 8,102,602 8,129,047

利益剰余金 △5,194,555 △5,156,581

自己株式 △216 △233

株主資本合計 8,525,050 8,615,897

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,478 10,125

繰延ヘッジ損益 － △16,652

為替換算調整勘定 △3,238 △2,501

その他の包括利益累計額合計 9,240 △9,028

新株予約権 12,720 25,273

非支配株主持分 22,156 37,904

純資産合計 8,569,167 8,670,046

負債純資産合計 11,024,087 10,735,106
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

売上高 6,845,874 8,713,312

売上原価 3,438,276 4,366,718

売上総利益 3,407,598 4,346,593

販売費及び一般管理費 ※１ 3,709,861 ※１ 4,418,094

営業損失（△） △302,262 △71,501

営業外収益   

受取利息 27 1,363

受取補償金 1,453 3,378

投資事業組合運用益 － 3,144

業務受託料 726 151

その他 737 787

営業外収益合計 2,944 8,825

営業外費用   

支払利息 222 50

持分法による投資損失 14,554 11,921

為替差損 8,467 8,806

投資事業組合運用損 2,823 －

その他 4,121 252

営業外費用合計 30,189 21,031

経常損失（△） △329,506 △83,707

特別利益   

投資有価証券売却益 － 13,880

補助金収入 － ※２ 275,840

特別利益合計 － 289,720

特別損失   

持分変動損失 － 7,344

減損損失 14,923 27,240

投資有価証券評価損 ※３ 827,568 ※３ 26,128

特別損失合計 842,491 60,713

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△1,171,998 145,299

法人税、住民税及び事業税 3,048 103,576

法人税等合計 3,048 103,576

中間純利益又は中間純損失（△） △1,175,047 41,723

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△3,813 3,748

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△1,171,233 37,974
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

中間純利益又は中間純損失（△） △1,175,047 41,723

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △432 △2,352

繰延ヘッジ損益 － △16,652

為替換算調整勘定 △1,539 736

その他の包括利益合計 △1,971 △18,269

中間包括利益 △1,177,018 23,454

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △1,173,205 19,705

非支配株主に係る中間包括利益 △3,813 3,748
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
△1,171,998 145,299

減価償却費 825 1,491

減損損失 14,923 27,240

株式報酬費用 19,330 33,349

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,014 358

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,940 △120,355

受取利息 △27 △1,363

支払利息 222 50

補助金収入 － △275,840

受取補償金 △1,453 △3,378

業務受託料 △726 △151

投資事業組合運用損益（△は益） 2,823 △3,144

投資有価証券売却損益（△は益） － △13,880

投資有価証券評価損益（△は益） 827,568 26,128

持分法による投資損益（△は益） 14,554 11,921

持分変動損益（△は益） － 7,344

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △52,909 19,689

棚卸資産の増減額（△は増加） △17,677 △454,369

前払費用の増減額（△は増加） △95,977 △89,428

仕入債務の増減額（△は減少） 107,138 △151,858

未払金の増減額（△は減少） △112,814 △225,343

契約負債の増減額（△は減少） 10,077 30,065

その他 98,100 △26,519

小計 △341,094 △1,062,690

利息の受取額 27 1,363

利息の支払額 △222 △50

補助金の受取額 － 275,840

補償金の受取額 1,453 1,656

業務受託料の受取額 726 151

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,123 △14,724

営業活動によるキャッシュ・フロー △343,233 △798,453
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △100,000

定期預金の払戻による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △14,494 △16,503

投資有価証券の取得による支出 △24,319 △19,988

投資有価証券の売却による収入 － 60,831

投資事業組合からの分配による収入 － 699

敷金及び保証金の差入による支出 △8,079 △1,446

敷金及び保証金の回収による収入 － 828

その他 △425 △581

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,319 23,838

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △828 △966

非支配株主からの払込みによる収入 30,000 12,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 9,702 4,290

新株予約権の発行による収入 1,330 －

自己株式の取得による支出 △24 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー 40,180 15,306

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △350,372 △759,531

現金及び現金同等物の期首残高 7,116,707 6,699,232

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,766,335 ※ 5,939,701
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、セーフィーセキュリティ株式会社を新たに設立したため、連結の範囲に含めて

おります。

 

（会計方針の変更等）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当中間連結

会計期間の期首から適用しております。なお、当中間連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

給料及び手当 1,292,710千円 1,418,746千円

賞与引当金繰入額 41,262 55,779

貸倒引当金繰入額 △860 1,556

 

※２　補助金収入

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

補助金収入は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募した「ポスト5G

情報通信システ厶基盤強化研究開発事業／データ・生成AIの利活用に係る先進事例に関する調査」により

交付された補助金であります。

 

※３　投資有価証券評価損

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

投資有価証券評価損は、当社連結子会社が保有する投資有価証券のうち取得価額に比べて実質価額が著

しく低下した株式について、減損処理を実施したものであります。

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

投資有価証券評価損は、当社連結子会社が保有する投資有価証券のうち取得価額に比べて実質価額が著

しく低下した株式について、減損処理を実施したものであります。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

現金及び預金勘定 6,866,335千円 6,039,701千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000 △100,000

現金及び現金同等物 6,766,335 5,939,701
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、映像プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

リカーリング収益 4,906,773 6,193,668

スポット収益 1,939,101 2,519,643

顧客との契約から生じる収益 6,845,874 8,713,312

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 6,845,874 8,713,312
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自2024年１月１日
至2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年１月１日
至2025年６月30日）

（１）１株当たり中間純利益又は１株当たり中間

純損失（△）
△21.19円 0.68円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は中

間純損失（△）（千円）
△1,171,233 37,974

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中

間純利益又は中間純損失（△）（千円）
△1,171,233 37,974

普通株式の期中平均株式数（株） 55,271,446 55,465,038

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 0.68円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 724,301

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間純利益の算定に含め

なかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年８月８日

セーフィー株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　博樹

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　倫哉

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセーフィー株式

会社の2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、セーフィー株式会社及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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